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研究成果の概要（和文）：開発途上国の震災障害者の生活再建に求められる支援制度について、過去に巨大災害に見舞
われた開発途上国（インドネシア）の震災障害者の生活再建状況と支援制度を現地調査に基づき把握した。また、震災
障害者に対する生活再建支援制度について開発途上国と先進国（日本・アメリカ）の事例との比較検討を行った。研究
の結果、震災障害者の生活再建を実現するためには、一時金の提供という資金的救済措置だけでは十分ではなく、一人
ひとりのニーズにあったきめ細やかな支援策が必要となること、そのためには震災障害者を巻き込んだネットワークの
構築を官民連携で実施することが有効であることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study aims to identify the living conditions of people who became disabled (P
WD) due to injuries caused by natural disastersin developing countries and find effective life recovery su
pport system. In order to understand the living situation of PWD by disaster in a developing country, the 
study focused on0 Indonesia, which has been continuously affected by natural disasters. Then the study com
pares the results with life recovery support system for PWD by disaster in Japan and the United States. As
 the result, the study reveals that current system which mainly focuses on providing financial support is 
not effective to realize life recovery. It is important to create social networks which create opportunity
 to empower people and to promote their social participation.
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１．研究開始当初の背景 
近年世界中で相次いで自然災害が発生し

ている。自然災害の中でも、特に開発途上

国で起こった地震災害では建築物の倒壊に

巻き込まれ多数の人が死亡・受傷している。

受傷者の中には、受傷が原因で障害を負っ

た人も多数存在すると考えられるがその実

態は明らかにされていない。本研究は、地

震災害による障害者（震災障害者）の実態

を明らかにすることを目的としている。地

震災害に見舞われて約 5 年が経過したイン

ドネシアとパキスタンにおいて、現地調査

を行い震災障害者の実情を把握する。その

うえで、そのような人的被害を軽減するた

めの事前対策と、震災障害となった人の生

活再建を実現するために求められる支援策

を検討する。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では、地震災害に見舞われてから

約 5 年が経過し、受傷者の障害がある程度

特定できると考えられるインドネシアを中

心に、現地調査を通して震災障害者の実態

を把握する。そして調査結果を踏まえ、震

災障害者を軽減するための事前対策と、震

災障害となった人の生活再建に求められる

支援策を検討する。さらに、支援制度につ

いては、開発途上国と災害に直面した先進

国との比較検討を行い制度的特徴を明確に

する。 
 
３．研究の方法 
震災障害者については、開発途上国のみ

ならず日本においてもその実態が把握され

ておらず、定義が定められていない。そこ

で、平成 23 年度は、阪神・淡路大震災を中

心とした既往研究のレビュー、議論の整理

を行い、本研究における震災障害者の定義

の確立を行った。 

定義を、確立したうえで、近年大規模な

地震災害に見舞われた開発途上国として、

インドネシアに着目し、インドネシアにお

いて被災地調査を行った。平成 23 年度は、

行政関係者、医療関係者にヒアリング調査

を行い、震災障害者支援制度の制度的枠組

みの把握を行った。 

平成 24 年度は、インドネシアにおいて

個々の震災障害者の受傷の経緯、医療・術

後支援体制、現在の生活状況などを把握す

るために、震災障害者に対する質問用紙に

基づくヒアリング調査を行なった。また、

平成23年3月に東日本大震災が起こったこ

と、平成 24 年にはアメリカでハリケーン・

サンディが発生したことから、この両国の

震災障害者支援状況についても併せて調査

した。 

以上の調査結果をふまえ、平成 25 年度に

は、調査成果を解析し震災障害者支援策を

検討した。 
 
４．研究成果 

研究の結果、地震災害により震災障害者

となる人は、先進国、開発途上国のいずれ

の国でも多くみられ、震災障害者の多くは、

健康を失うのみならず、住宅を失う、職を

失うというように多数の生活困難に直面し

ており、それゆえに生活再建が困難である

という実情が示された。震災障害者に対す

る支援制度は、開発途上国においても、日

本・アメリカなどの先進国においても、災

害を契機に整備されつつある。しかしなが

ら、支援制度の多くは、一時金の提供とい

う救済措置にとどまっているケースがほと

んどである。特に、インドネシアにおいて

は、政府による一時金の提供についても公

平性が担保されておらず、政府が資金的に

提供できる範囲内の人にしか、一時金が提

供されていないという実態が示された。 

そのような状況において、インドネシア

においては、NGO が中心となり「地域に

ねざしたリハビリテーション（CBR）」を

実施していた。CBR を通して、震災障害者



間、震災障害者と地域とを結ぶネットワー

クが構築されており、それにより震災障害

者の社会参画が実現されていた。つまり、

NGO が社会のセーフティネットとして重

要な位置づけにあるということが明らかに

なった。 

同様に、ネットワーク化を通した支援は、

東日本大震災の被災地や、アメリカにおい

てもみられた。特に、アメリカにおいては、

2005 年のハリケーン・カトリーナの被災者

支援策として導入された災害ケースマネー

ジメントプログラムが被災者支援制度とし

て、政府により 2008 年に制度化され、そ

れに基づく支援が 2012 年のハリケーンサ

ンディの被災者支援において適応されてい

た。災害ケースマネージメントプログラム

においては、被災者ひとりひとりの支援ニ

ーズが災害ケースマネージャーが確認し、

それぞれの生活再建プログラムを策定し、

必要な支援にむすびつけるという取り組み

であり、今後日本への制度適応が期待され

る。 

本研究をふまえた震災障害者の生活再建

支援策として、一時金の提供のみならず、

一人ひとりのニーズにあったきめ細やかな

支援の提供と、震災障害者を巻き込んだネ

ットワーク構築のための支援の制度化を提

言する。 
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